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国際連合地域開発センターの概要

国連ニューヨーク本部に直属国連ニューヨーク本部に直属

　国際連合地域開発センター（UNCRD）は、ニューヨーク本部の国際連合経済
社会局（UN DESA）に属するプロジェクトオフィスであり、持続可能な開発目標
部（DSDG）のもと、その所掌と整合性を図りながら事業を行っています。

中部圏唯一の国連オフィス中部圏唯一の国連オフィス

　UNCRDは国連と日本政府との協定により1971 年に
名古屋に設立されました。UNCRDが名古屋に設立され
たのは、当時、前身である「国際連合調査訓練計画・中
部センター」が 1968年に名古屋で発足し、注目すべき
成果をあげていたことや、地元の熱心な誘致などもあ
りますが、何よりも、日本の急速な経済成長とその背
景となる地域開発計画、特に中部圏開発整備法に基づ
く様々な取組みの実績が世界的に注目され、その地域
開発経験を学ぶことに開発途上国から大きな期待が寄
せられたからです。
　こうして中部圏に本部を置く唯一の国連オフィスと
なった UNCRDは、地域開発に関する政策対話や人材育成などを通じて、50年
以上にわたって日本の経験を海外に発信しています。
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UNCRDと持続可能な開発目標（SDGs）UNCRDと持続可能な開発目標（SDGs）

　2015年9月、「国連持続可能な開発サミット」が開催され、加盟国首脳は、　　　
その成果文書として、新たな持続可能な開発アジェンダである「我々の世界を 
変革する：持続可能な開発のための 2030アジェンダ（2030アジェンダ）」を採
択しました。この 2030アジェンダは、人間・地球および繁栄のための行動計画
として貧困や飢餓、環境保全、エネルギー、気候変動、平和と公正、パートナー
シップなど、世界共通の目標としての 17の「持続可能な開発目標（SDGs）」を掲
げています。
　UNCRDが設立以来進めてきた地域開発は、持続可能な開発を地域で進める
という意味で、SDGsの実施においても有益なアプローチです。UNCRDは、国
連本部直属の機関であるという強みを生かし、各ステークホルダーの SDGs加
速化に向けた取組みについて、最新の動向を踏まえた支援を行っています。
　また、日本においては、SDGs未来都市・自治体SDGsモデル事業等、地域
でのSDGs の推進にも力を入れていることから、こうした日本政府や自治体の
取組みも日本のSDGsモデルとして海外に発信しています。
　UNCRDは、これまで培ってきた知見や経験、ネットワークを生かし、持続可
能な地域開発を通じてSDGsの達成と持続可能な社会の実現に向けて貢献して
いきます。



最新のニュースと活動は https://uncrd.un.org/ja/https://uncrd.un.org/ja/  をご覧ください。

　UNCRDは時代と共にその事業プログラムを見直してきました。現在では、 　 
持続可能な地域開発という枠組みの中でSDGsの推進を加速化するため、環境
的に持続可能な交通（EST）、循環経済（サーキュラーエコノミー）と3R（リユース、
リデュース、リサイクル）、災害リスク軽減、スマートシティ、質の高いインフラ、
ローカル SDGsという6つの側面から統合的に事業を展開しています。
　以下の事業プログラムは、日本国外務省、国土交通省、環境省からの支援を
受けて実施しています。

環境的に持続可能な交通（EST）環境的に持続可能な交通（EST）

　環境的に持続可能な交通（EST）の推進を目的として、国際フォーラムや研修
等を実施しています。2005年から開催している「アジアEST地域フォーラム」に
は政府、地方自治体、国際機関、学術研究機関、NGO、民間セクター等が参加
し、政策対話、情報共有、連携構築を進めています。第 14 回フォーラム（2021
年愛知県）では「愛知宣言 2030」が採択されました。本宣言は各国のESTにか
かわる政策や取り組みを支援するとともに、SDGs、パリ協定、国連持続可能な
交 通 の10 年（2026-
2035）等の国際的な
取り組みに貢献するも
のです。UNCRD は協
力機関と連携して愛知
宣言の実施を推進して
います。

循環経済と3R循環経済と3R

　循環型社会の推進を目的として、国際フォーラムや研修等を実施しています。
2009年から開催している「アジア太平洋3R・循環経済推進フォーラム」には
政府、地方自治体、国際機関、学術研究機関、NGO、民間セクター等が参加
し、政策対話、情報共有、連携構築を進めています。第 12 回フォーラム（2025

UNCRDの活動

アジアEST地域フォーラムに関する地域会合及びワークショップ
(2026年3月・バンコク）



最新のニュースと活動は https://uncrd.un.org/ja/https://uncrd.un.org/ja/  をご覧ください。

年インド）では「3R・循
環経済に関するジャイ
プール宣言（2025-2035
年）」が採択されました。
本宣言は各国の循環経
済にかかわる政策や取
り組みを支援するとと
もに、SDGsの 達 成 や
気候変動、生物多様性、
汚染等の地球規模の環境課題の解決を促すものです。UNCRDは協力機関と連
携し、ジャイプール宣言の啓発や実施を推進しています。

災害リスク軽減と水災害リスク軽減と水

　UNCRDは、1985年以降、防災に関するプログラムを持続可能な地域開発の
中心的課題のひとつとしてきました。近年は、持続可能な都市開発に重点をお
いた水関連の災害リスク軽減のための取組みを促進しています。
　主な活動には、「水と災害に関するハイレベルパネル（HELP）」の活動に対する
支援、2030アジェンダ及び水関連
目標の実施に関する主要な国際会
議におけるセッションやイベントの
開催、UNCRDのスマートシティ推
進事業と連携した水と防災に関す
る研修ワークショップの開催、国
際機関や政策研究大学院大学など
のパートナーと協力した政策提言
やステークホルダー対話の実施が
あります。 「第7回国連水と災害に関する特別会合」において

ビデオメッセージで登壇される天皇陛下

アジア太平洋3R・循環経済推進フォーラム第12 回会合 （2025年3月・インド）



最新のニュースと活動は https://uncrd.un.org/ja/https://uncrd.un.org/ja/  をご覧ください。

スマートシティスマートシティ

　スマートシティは、ICT等の先進的技術を用いて都市や地域の課題を解決する
とともに、新たな価値を創出する取組みです。UNCRDは、研修ワークショップ
の実施などを通じて、急速な都市化や環境問題など様々な課題を抱える開発途
上国へこうした取組みを適用することを目指しています。本事業では、UNCRD
が従来から取り組むEST、循環経済と３R、災害リスク軽減と水など他の分野
の知見を統合的に活用するだけでな
く、日本の有するデジタル技術やソ
リューションも合わせて紹介し、ロー
カルSDGs 推進の加速化に寄与しま
す。また、優良事例については国際
首長フォーラム等において広く発信す
ることで、官民連携の促進と相乗効
果の創出を図ります。

質の高い道路インフラ質の高い道路インフラ

　持続可能な開発の強固な基盤となるインフ
ラの整備にあたっては、その需要に量的に対応
するのみならず、透明性、開放性、ライフサイク
ルコストからみた経済性、リスクに対する強靭
性を有する「質の高いインフラ整備」をすすめ
ることが重要です。
　UNCRDでは、ESTなど他の事業とも連携し
ながら、道路インフラに焦点をあて、開発途上
国の政策立案者、計画担当者、道路技術者等を
対象とした能力強化研修の実施、国際フォーラ
ムの開催などの様々な活動を実施し、計画・設
計から建設・維持管理に至る持続可能な質の高
い道路インフラの整備推進に取り組んでいます。



最新のニュースと活動は https://uncrd.un.org/ja/https://uncrd.un.org/ja/  をご覧ください。

ローカルSDGsローカルSDGs

　UNCRDは、「2030アジェンダ」における都市や地域の役割を重視し、国内外
でSDGsの地域レベルでの計画・実施等を支援しています。具体的な取組みとし
ては、UN DESAと連携して「国際首長フォーラム」を開催するとともに、国や地
域の実情や課題に応じた研修を実施しています。また、日本におけるSDGsの
優良事例の海外発信や、「自治体SDGsモニタリング研究会」を通じたローカル
指標の設定やVLR（自発的自治体レビュー）の作成支援も行っています。
　中部圏における主な取組みとしては、「中部圏SDGs広域プラットフォーム」
の運営や、地元自治体との連携によるSDGsに関するイベントの主催・共催、
SDGsの登録・認証等の制度構築の支援などがあり、地域におけるSDGsの推
進に力を入れています。
　これまでの主な成果としては、
地方自治体のSDGs達成度を評
価する仕組みを構築し、「自治体
SDGsモニタリングの手引き」を
発行したほか、47都道府県の達
成度を見える化したダッシュボー
ドを公開しています。また、2030
年の達成期限までの中間に当たる 2023年には、レポート「2030年までの道筋：
地方自治体SDGs達成度評価 2023」を発行しました。国連機関が主導して日本
全国の地方自治体の達成度を評価した初のレポートで、「SDGs実施指針改定版」

にも掲載されています。詳細
は UNCRDおよび中部圏SDGs
広域プラットフォームのウェブ
サ イト（https://chubu-sdgs-
platform.jp/information_
dissemination/index.html）
をご覧ください。

SDGs ダッシュボードイメージ



国際連合地域開発センター国際連合地域開発センター (UNCRD)(UNCRD)

〒 450-0001
名古屋市中村区那古野１－４７－１　
名古屋国際センタービル 6 階
Tel: 052-561-9377  |  Fax: 052-561-9375 
Email: uncrd@un.org  |  Web: http://uncrd.un.org/ja/
UNCRD東京事務所
〒 106-8677
東京都港区六本木７丁目２２－１　政策研究大学院大学内
Tel: 03-6439-6241

アウトリーチアウトリーチ

　UNCRDは、愛知県、名古屋市、地元企業等からなる国連センター協力会の
支援を受け、国内とりわけ中部圏の多様なパートナーと連携して活動しています。
またインターンシップ制度を設け、UNCRDの活動に関心のある大学院生を受け
入れています。
　日本国内及び地域社会に向けて国連及びUNCRD
の活動を紹介するため、UNCRD Highlights（日本語
版ニューズレター）で半期ごとの活動状況をまとめて
いるほか、セミナー、シンポジウムなども随時開催し
ています。また、地域からの要請に応え、UNCRD職
員を学校や団体に派遣・受入を行うなど、地域の国
際理解教育を積極的に支援しています。
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